











　　This study examines the processes of the developments between organizations of 
the NPOs from the viewpoint of the environmental corporate strategy. It can solve a 
problem of sustainable competition and environmental strategic structure. We take a 
case study of NPO Kawasaki Sekken Plant, and then show cooperate relations in the 
collection system of the used cooking oil. Based on such cooperate-relations, we point 
out the possibility of the developments of the Industry-university-local government co-
operation in future by promoting the production of the biodiesel fuel (BDF).
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環境経営戦略における組織間関係
― NPO法人川崎市民石けんプラントの事例研究―
Organization Relationships in Environmental Management Strategy：




































































































































































（2）ごく少数の競争業者と新しい事業領域を創造すること（Polonsky and Rosenberger 
















題の解決、そしてパブリシティの増大という効果がある（Stafford and Hartman, 1996; 












































































































の回収がスタートしている。協働事業では、高津区内に Aから Tの 20か所の廃油回収
ポイントを設置し、石けんやバイオディーゼル燃料の原料獲得に取り組んでいる。家庭で
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　2）川崎市環境技術情報センター研究員・博士（環境学）　matsumoto-r@city.kawasaki.jp
　3）本稿においては、「組織とは複数の成員から構成され、共通の目的を持ち協働するシ
ステムである」と定義する。
　4）外部環境は、「一般環境」と「課業（タスク）環境」とから構成される。ここでの外
部環境とは、課業環境を指している。
　5）本稿における再配列とは、外部環境に適合するために組織構造、制度、システム、行
動などを変革することを指しているが、「組織文化（標榜されている価値観、背後に
潜む基本的仮定）」の再構築まで包括するものである。
　6）提供される「財」および「サービス」については、社会がそれを有用で価値があると
認知するものでなければならない。櫻木（2001）は、それを組織の社会性と述べて
いる。
　7）このような複数の組織単位が複合的・有機的に結合しているものとして、一般的に
はトヨタ自動車グループ、ソニーグループのようなメガ企業グループなどが考えら
れる。ただし本研究においては、行政組織とその周辺組織である各種団体・地域
NPO・指定管理者などを包括したものを仮定している。
　8）事例研究を行うにあたり、NPO法人川崎市民石けんプラント理事長の薄木かよ子氏
にはヒアリング調査（2008年 8月 1日）にご協力をいただいた。記して深謝申し上
げるものである。なお、事例研究中の間違い等については、すべて松本に帰するもの
である。
　9）きなりっこ石けんは、植物性廃油 100％のリサイクル製品である。そして香料を含む
有害な助剤を一切使用していないため、洗濯以外に多様な用途で使用できる。例えば
川崎市の学校給食では、食器洗いに使用されている。また粉砕に工夫しているのでむ
せることがなく、植物性の廃食油なので水溶けが良くなっている。
10）川崎市には、川崎区、幸区、中原区、宮前区、高津区、多摩区、麻生区の 7区があ
る。
11）学校給食から出る廃食油の回収は、石けんの納品と共に行っている。すなわち毎月 1
回廃食油を回収する区を決めて、その区にある学校から廃食油を回収すると同時にき
なりっこ石けんを納入している。きなりっこ石けんは、川崎市内の公立の小学校・聾
学校・養護学校 117校中 96校で使用されている。回収ルートは、区ごとに設定する。
例えば麻生区の日は麻生区のみとする。また一般家庭の回収は、給食で回収する際に
一緒に回収ルートを設定して回収する。こうして配送ルートを設定しておくと、配送
トラックの使用頻度を抑えることになり、燃費を抑えることにつながる。
12）通常市販されているリサイクル石けんは、沈殿と濾しの 2ステップで精製を終える。
精製段階で油洗い・脱色・脱臭まで行うのは、石けんプラントが高品質なリサイクル
石けんを維持するためである。
13）2007年度の川崎市環境技術情報センターによる公募型研究事業では、LCA的評価に
より、バイオディーゼル燃料に関して廃食油の回収、燃料への製造、走行までの実
測データと試算を行った。この結果、バイオディーゼル燃料には、軽油と比較して 6
割から 9割前後の二酸化炭素削減効果があることが検証された。
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